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インターネット普及に産学連携が果たした役割―公共財とイノベーションの

関係 

 宮地 惠美 立命館大学テクノロジーマネジメント研究科後期博士課程 

1 はじめに 

1-1 目的 
コンピュータネットワーク接続の通信プロトコル標準には、デファクト標準のインターネットとデジュー

ル標準の OSI の 2 つがある。一般的にはこの 2つの標準は対立するものと見られている。ところが、日本に

おいては OSIを推進する OSI推進協議会 POSIメンバーである国産 ITベンダー6社と通信事業者 NTTは、1990

年前後にインターネットの構築や研究を行う産学連携 WIDE プロジェクト（以下、WIDE と略す）にスポンサ

ー企業として参加している。なぜ OSI 推進企業がインターネット研究プロジェクト WIDE に参加したのか？ 

一つの企業の中で OSI とインターネットへの取り組みの関係はどういうものであったのか？ということは今

まで明らかにされてこなかった。  

本調査研究は、日本においては 1980 年代中頃からインターネットと OSI という 2つの標準に対する取り組

みが並列して行われ、1990 年代はじめに WIDE がこの 2 つの標準の橋渡しを行い日本のインターネットの商

用化を促進した過程を明らかにするものである。 

 

1-2 背景 
1970 年後半から 1990 年代はじめにかけて、日本においては、政府と多くの学者や企業の技術者は、異機

種コンピューター接続のための開放型システム間相互接続プロトコル OSI７層参照モデルがコンピュータネ

ットワーク接続通信プロトコルとして世界中で広く利用されると考えていた。なぜならば OSI は国際標準を

決める 2つの団体 ISO と CCITT(現在 ITU-T) で 1979 年から標準化作業が開始され、実装作業が、各国の標準

化団体、大手ベンダーによって進められていたからである。OSI は 1984 年に国際標準になり日本では 1991

年に政府調達標準になっている。 

一方、インターネットは、1969 年のアメリカ国防省のネットワーク ARPANET の研究からはじまり、1975

年に TCP/IPプロトコルの接続実験が開始され、1982年に TCP/IPが ARPANETの標準として採用された。TCP/IP

を採用したインターネットは1980年代に米科学財団NSFがスポンサーになり米大学や研究機関に一気に拡大

し、世界中の大学、研究機関をつなぐ学術研究ネットワークに成長した。しかし 1989 年までインターネット

の商用利用は認められず、またシンプルなアーキテクチャは「信頼性が低い、いいかげんな技術の集合」（村

井,1995）といわれ、「学者のおもちゃ」（高橋,2010）だと見なされていた。本調査研究は、研究者が利用す

る学術ネットワークが、どのようにして情報インフラ・ストラクチャーとして普及したのかを、WIDE が関わ

った事例から探るものである。 

WIDE は、大学を中心とする産学連携研究コンソーシアムである。その活動は 1984 年に村井純らが、慶應

義塾大学と東京工業大学間と東京大学とを uucp で接続、JUNET とよぶネットワークを構築したところからは

じまる。その後、次々と大学や企業との接続を増やし、1986 年には米国 CSNET に国際接続、1990 年には約

452 ホスト,700 を超える組織を接続するネットワークになった。そして、村井らは 1988 年に TCP/IP プロト

コルによるネットワーク構築を行う産学連携コンソーシアム WIDE プロジェクトを設立した。設立時に 18社

だった企業スポンサーは 1995 年には 80 社を超え、その後も参加企業は増加して、2009 年の共同研究組織は

116、運営協力組織は 77 である。OSI 推進協議会 POSI のメンバーである NEC、三菱電機、東芝が 1989 年、富

士通が 1990 年、日立と NTT が 1991 年、沖電気が 1995 年に、そして OSI 相互接続実験に参加するユニシスは

1992 年に WIDE の企業スポンサーになっている。 
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2 WIDE のインターネット商用化の取り組み事例 

この章では、1990 年代はじめに WIDE がかかわったインターネット商用化に関係する 3つの事例を示す。1

つめは、電電公社(現 NTT)によって敷設されたパケット交換網と ISDN 通信インフラに対する WIDE の対応事

例である。2 つめは WIDE が先導したパソコン通信とインターネットのメール相互接続実験の事例である。3

つめはOSIを推進していたIT企業の1つ日本ユニシスにおける草の根活動におけるインターネット構築普及

の事例である。事例 1は WIDE 報告書をはじめとする公開情報からまとめた。事例 2はニフティ株式会社でパ

ソコン通信のメールとインターネットのとの相互接続実験を担当したエンジニア 3 名のヒアリングと WIDE

報告書をもとに作成した。事例 3は日本ユニシスの草の根ネットワーク活動に参加したエンジニア 3名のヒ

アリングをもとに作成した。 

 

2-1 事例 1：インターネットでの OSI 準拠通信インフラストラクチャーの利用 
1984 年、NTT と政府はデジタル通信網を使い OSI 準拠のマルチメディアシステムをアプリケーションとす

るキャプテンシステムの実験を三鷹市で開始した。このサービスは 2002 年に終了しているが、ISDN 通信網、

デジタル通信機器、マルチメディア端末の開発・実証実験の場になり、日立、日電、富士通をはじめとする

OSI を推進する国産通信機器・コンピュータメーカーが数々の新製品を提供した。1988 年に NTT は ISDN 通

信サービスを開始している。 

WIDE は、OSI 準拠の通信網や通信技術の発展と、ワークステーションやパソコンの飛躍的な発達に伴うロ

ーカルエリアネットワークを基盤とする分散環境の発展が総合的に行われていないことを指摘し、「分散環

境の発展と相互接続技術によって構築される大規模で広域にわたるコンピュータコミュニケーション基盤を

同時に考慮した開発」を行なうべきだと主張している。（WIDE 研究報告書 1990 年 1988-1989 第一部はじ

めにより） 

WIDE研究報告書の1988年－89年版、1990年版にはパケット交換網、ISDNの章が設けられている。WIDE設立

当初の研究テーマの１つの柱は、通信インフラである高速デジタル回線、X.25公衆パケット網、ISDNをイン

ターネットでどう利用するかであった。例えばUNIX 4.3BSDのX.25プロトコル対応のコードはパケット交換網

利用を想定したものである。X.25網をインターネットで利用するWIDE/X.25プロトコルは、5階層モデルのデ

ータリンクレイヤのプロトコルとしてEthernetと並列に記述されている。 

またISDNでIP接続をするためのISDN間欠リンクの開発基本方針は「従来のインターネットの機構を混乱さ

せない」ことだと報告書で述べ、将来の通信媒体の特長をすべて予想することは不可能であるため、その時

点で提供される通信媒体の特長を生かすネットワークアーキテクチャの構築を試みている。この試みはイン

ターネットと「その時代の通信標準のスナップショット」( Piscitello and Chapin,1993,pp468) と呼ばれ

るOSIモデル2層以下との共存を考えたものだといえる。 

 

2-2 事例 2：パソコン通信とインターネットのメール相互接続の事例 
パソコン通信は、パソコンとサーバー（ホストコンピュータ）間をモデムと電話回線を使用して、閉じた

コミュニティ内で電子掲示板やメールなどで情報をやりとりする仕組みである。電子掲示板（BBS: Bulletin 

Board System）とも呼ばれる。 

アメリカでは 1969 年にコンピュサーブ（2009 年 7月サービス終了）、1985 年に AOL のサービスが開始され

た。コンピュサーブのバックボーンには OSI の X.25 のプロトコルが使われていた。 

日本では 1885 年の電気通信三法施行により公衆電話回線を使ったデータ通信が可能になり、民間企業の電

子通信関連事業への参入が可能になった。このとき、ニフティサーブ(ニフティ)、PC-VAN（NEC）,アスキー

ネット（アスキー）、朝日パソコン通信(朝日ネット) など（括弧内は事業会社名）大手通信事業者がパソコ

ン通信サービス事業に参入した。1992 年の電子ネットワーク協議会調べでは小規模運営主体を合わせたパソ

コン通信会員数の合計は約 150 万人である。第二種通信事業者の事業者が提供する大手パソコン通信サービ

スでは OSI プロトコルが使われていた。 

1990 年代に入るとパソコン通信とインターネットのどちらの利用者も急増した。2つの異なるコミュニテ

ィが接続せずに拡大することは望ましくないと考えた WIDE の村井は、1992 年夏に大手パソコン通信事業者

にパソコン通信とインターネットのメール相互接続実験を呼びかけた。「この状況を解決しようとしても、電

気事業者が国際標準に従わない動きをすることはなかなかできない。そこで、ニフティ、アスキーネット、

PC-VAN などの各社と相談して（途中略）実験をしてみることになった。」（村井,2003,p159）村井はまた、こ

の実験の意味は、単にパソコン通信間でメールのやりとりが出来るという以上に国際標準を使わなければな
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らないという横並び的な発想、電気通信事業法をはじめとする様々な規制・制約に何故囚われるのか？とい

う疑問を抱かない硬直した組織既成概念を壊したという点にあると述べている（村井,1995,p158）,(村

井,2003,p159)。図１にこの相互接続実験のシステム接続形態の概念図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

sendmail は UNIX のメールサーバーソフトウエア 

図１「パソコン通信との電子メール相互接続」吉村伸(1992 年 WIDE 報告書 第 5部)より筆者作成 

 

図１からわかるように、各パソコン通信システムとインターネットシステムの間には UNIX のメールサーバ

ーソフト sendmail を介してパソコン通信とインターネットの相互接続するゲートウェイプログラムが配置

された。システム構築は実験呼びかけから約 2カ月の短期間に行われている。1992 年 9 月から始まった実験

では、WIDE と企業実験担当者だけでなく企業他部門の関係者も含め、メーリングリストを用いて、障害や技

術情報の共有が行われた。企業間の壁をこえて、また企業内の部門を超えてエンジニアだけでなく客先窓口

スタッフも一丸となってトラブル対応にあたった。こういった活動は従来の企業活動とは異なるものであっ

た。 

この実験には WIDE 以外の学術系ネットワークも参加した。実験開始から約半年後の 1993 年 2 月 8日に日

本のほぼすべての大学が接続された。28大学と 50 の民間企業で構成される WIDE インターネットに加え、約

90 の大学、高専などを相互接続したネットワーク「JAIN」、東京大学大型計算機センターで管理・運用する

「TRAIN」、九州山口の地域ネット「KARRN」の 3つが接続され、合計 150 あまりの組織間で電子メールの交換

が可能になった。 

1993 年 7 月にニフティは、前年 1992 年 12 月に設立された商用インターネットプロバイダ IIJ(インターネ

ット・イニシアティブ・ジャパン)との接続を決定した。WIDE インターネットとの接続実験で一日 5000 通程
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度のメールのやりとりがあり、ユーザーに好評であること、また IIJ には WIDE の中核メンバーが経営と技術

に深く関与していることも接続決定要因になった。1993 年 10 月末にニフティは、インターネットの接続先

を WIDE の藤沢 NOC（インターネット接続ポイント）から IIJ へ切り替えて、翌 1994 年 3 月からパソコン通

信でインターネットに接続する telnet サービスを開始した。 

インターネットとパソコン通信の相互接続実験を契機にニフティだけでなく、PC-VAN など他のパソコン通

信もインターネット接続サービスへとサービスの主軸を移していった。 

IIJ は村井を中心とする WIDE の中核メンバーが出資、社長を探して設立した日本初のインターネット・サ

ービスプロバイダー会社で,1994 年 2 月から特別第二種電気事業者のサービスを開始している。図 2 に示す

ように IIJ 設立後日本国内のインターネット・サービスプロバイダー数は急増する。1995 年の事業者数は前

年度比 13.32 倍で突出している。 

 

 
図 2 インターネット・サービスプロバイダー事業者数の変化 

(電気通信サービスの現状調査報告書,2006)より筆者作成 

 

2-3 草の根活動による企業内インターネット普及活動の事例－日本ユニシスの社内メールシステムの構

築と普及 
日本ユニシス（株）は 1998 年のグループ連結売上高が約 3000 億円、従業員約 9000 人の情報システムイン

テグレータ企業である。1991 年から 1995 年にかけて、社内のネットワーク構築と電子メール利用を推進し

たのは WIDE に参加した社員とその影響を受けたメンバーたちの草の根活動だった。この草の根活動は 1991

年から 1994 年に整った次の４つの環境を巧みに利用して社内のネットワーク構築を行っている。 

① 1992 年に本社が移転したインテリジェントビルに LAN 設備があった。 

② 自社営業売上管理システムのために全国支社店を接続する専用線が整備された。 

③ 全社員の端末配備予算が確保された。 

④ 製造業ユーザー向けのシステム開発部門ではUNIXワークステーションLAN環境で開発が行われて

いた。 

社内メールシステム構築にあたっては、情報システム部門の OSI 推進派と草の根メンバーとの間で意見の

対立があったが、1994 年に社内の公式なシステムと草の根活動のインターネットが接続され、1995 年 1 月に

は、ほぼ全社員が自席で WWW の閲覧ができるようになった。 

1995 年の従業員 2000 人以上企業のインターネット普及率は 19.2％である（第 7回総務省通信利用調査）。

日本ユニシス社内のインターネット普及は日本国内企業の中では早いほうだといってよいだろう。そして

1995 年 11 月にユニシスはインターネット・サービスプロバイダー事業 U-netSURF を開始した。この頃、三

井業際研究所（三井グループ関連約 30 社からなる研究会）の勉強会で、ユニシスはインターネットのデモス

トレーションを行うなど他企業へのインターネット普及活動を行った。1990 年前から 1995 年までのユニシ

ス社内のネットワーク構築に関する全社の動きと非公式活動の年表を表１に、ネットワークの変化を図 3に

示す。 
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表 1 1990 年～1995 年までのユニシス内のネットワーク構築の経緯 

年 会社の公式な活動 草の根インターネット構築活動 

90

年

前 

1989 年 汎 用 大 型 コ ン ピ ュ ー タ UNIVAC 

2200/1100用のOSI準拠製品、OSI-MHS,OSI－FTAM

をリリース 

国内留学先電総研でJUNETを知ったHが会社に

戻り、仲間に声をかけ非公式な活動で JUNET に接

続する社内ネットワークを構築。メールやニュー

スを利用する  

91

年 

全国支社を接続する社内営業売上管理システ

ム用に本社と各支店間が FDDI で接続（一部

ISDN）。また全社的に開発用端末として社員一人

に一台の端末を割り当てる予算が確保される  

情報システム部配属新人 Mが Hの部署で OJT、

インターネットの技術を習得  

92

年 

9 月本社が赤坂から豊洲インテリジェントビ

ルへ移転  

情報システム部で全社メール環境構築に着手 

MはSMTP,TCP/IP、情報システム部門上司はOSI

準拠メール環境を主張。社内正規メールサーバ

ーはマイクロソフト社製になり、インターネッ

ト接続のためにゲートウェイ設置 

草の根メンバーが豊洲ビルの縦 LANケーブル 2

本を発見、ネットワーク構築に利用。 

縦 LAN2 本は情報システム部門と製造システム

開発部門で管理,製造システム開発部門は UNIX

ワークステーション LAN 接続環境で開発業務を

行う。 

全国支店に非公式ネットワークを拡大 

WIDE プロジェクトに参加  

93

年 

1月社内正規教育コースでSunサーバーを使っ

たファイヤーウォール構築の講習会開催  

全国支社拠点が TCP/IP で接続される  

94

年 

 1 月 草の根ネットワークのメール利用一日 2

千件、USENET の利用は 1万件  

10 月 草の根ネットワークの接続先を IIJ へ 

社内の正規メール環境と非公式ネットワーク

が TCP/IP で統合  

95

年 

1 月 全社員が自席から WWW 閲覧可能になる。

11 月 インターネット・サービスプロバイダ

U-netSURF サービス開始（商用 IX がないため、

WIDE の NSPIXP に接続）  
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① 1992 年豊洲本社移転直後 

UUCP 回線は 1本。部門ネットワークごとに時間を決めて赤坂ビル JUNET ゲートウェイに接続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 1994 年 1 月～1994 年 10 月 

豊洲本社ビル（インテリジェントビル）地下から 28 階までを通る縦 LAN を利用して豊洲ビル内は IP 接続さ

て、赤坂との接続が一本化 
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③1995 年 4月以後のネットワーク接続図 

1994 年 11 月業務用ネットワーク（社内公式）と非公式ネットワークが IP で接続  

1995 年 1 月 全社自席から WWW の閲覧可能、4月 全社イントラネットの利用開始 

 

図 3 ユニシス社内のネットワーク接続の変遷（ヒアリングから筆者作成） 

 

3 1990 年代はじめの日本のインターネットに対する認識とインターネット構築の状況 

 

1990 年初頭の日本の通信事業者および大手 IT ベンダーは、通信ネットワークのインフラは OSI に準拠し

て構築していく方針をとっていた。また学術界でも同様に OSI がネットワークシステムの主流になっていく

という考え方であった。通信ネットワークに関係が深い日本の 2つの日本の学会、情報処理学会と電子通信

情報学会の 1970 年代から 2000 年代の学会誌のタイトルに、コンピュータネットワーク、分散処理、通信、

インターネットというキーワードを含む記事の数を調査したところ、インターネットというキーワードがタ

イトルに使われるのは、情報処理学会誌では 1997 年(図 4)、電子情報通信学会誌では 1996 年が最初である。

前章の図 2に示したように、1995 年に国内のインターネット・サービスプロバイダーの事業者が急増し、1996

年に NTT がインターネット・サービスプロバイダー事業に参入した。このタイミングで学会誌にもインター

ネットという言葉が使われていることがわかる。 
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図 4 情報処理学会誌（1973 年～2001 年）「通信」「ネットワーク」「プロトコル」「分散処理」、 

「インターネット」を含むタイトルの論文数（時系列変化） 

 

しかしながら、1990 年代初頭、政府や通信事業者が OSI を推進する公的な立場をとる一方で、ユニシスの

事例にみるように OSI を推進していた企業内において草の根活動や研究部門の取り組みよってインターネッ

トの構築がすすめられていた。OSI 推進協議会の全メンバー、NEC、三菱電機、東芝、富士通、日立、NTT、

沖電気と OSI 相互接続実験に参加企業ユニシスは、いずれも 1990 年前半に WIDE のメンバーとして参加して

いる。これら企業の WIDE 参加メンバーの会社所属は、研究所や研究的色彩が強い全社横断組織あるいは草の

根活動のメンバーである。表 2に OSI を推進していた企業が WIDE に参加した年を示す。（）内の参加組織の

分類は、WIDE のメンバーリストの組織名から筆者が推定して記入した。 

 

表 2 OSI 推進企業が WIDE に参加した年 

 

1989年 NEC(全社横断組織) 

東芝(研究部門) 

三菱電機（研究部門） 

1990年 富士通（研究部門） 

1991年 日立ソフト（研究部門） 

1992年 日本ユニシス（草の根） 

NTT(研究部門) 

 

通信や IT を事業ドメインとしない企業においては、OSI とインターネットのどちらのネットワークシステ

ムを利用するかの判断は、ネットワークを利用する現場担当者にゆだねられていることが多かった。 

松下電器産業の技術本部でインターネットの構築に取り組んだ M氏は、1987 年に IBM、富士通、Cray、DEC、

東京エレクトロン、CTC、アポロ、ネットワンシステムズなど 10 社を招集して、スーパーコンピュータとワ

ークステーションを接続して社内の CAE 計算を行うたネットワークシステムを選定する合宿を行った。この

合宿で独自のネットワークシステムを保有するベンダー各社は、最初は自社のネットワークシステムの利用

を主張したが、最終的には TCP/IP を通信プロトコルとして採用することを全社が合意した。 

当時の松下電器は、部門ごとに異なるコンピュータシステムを持ち、部門ごとに独立した運用を行ってい

た。このため技術部門が技術の全社ネットワークに TCP/IP を採用することに対して全社情報システム部門か

らの反対はなかった。 

M 氏は当時を振り返り、松下電器の門真ブロックの技術部門のワークステーション 400 台をすべて接続す

ることは大変な作業だったが、イーサーを選択したため、古い会社の建物の中をあちこちケーブルを引きま

わすときに、ケーブルがうまく曲がったこと、またネットワークのトボロジ－を柔軟に決めることができた

ことが作業の進める上で役立ったと述べている。松下電器の川崎―大阪間の社内専用線は、当時の日本にお
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ける TCP/IP の有数なネットワークの１つになった。さらに松下電器は、関西の企業、オムロン、シャープ、

三菱とともに、東京と京都の大学を繋ぐ専用線の回線費用を負担し、松下電器のインターネットは JUNET 経

由で世界のインターネットに接続した。三菱電機は 1989 年、松下電器,オムロンは 1990 年、シャープは 1992

年に WIDE プロジェクトに参加している。 

先のユニシスと松下電器の事例において、社内の部門や草の根活動によって構築されたインターネットが

学術ネットワークのWIDE(1980年代後半はJUNET)に接続することで世界のインターネットに接続した過程は

似ている。1980 年代後半から 1990 年代はじめの日本にインターネット商用の接続サービスがなかった時代

に、自らが使うネットワーク構築のためにエンジニアや研究者たちがケーブルを引きまわす姿が、日本の企

業や大学、研究所内のあちこちで見られた。誰かが作ったネットワークを使うのではなく、自ら作ったネッ

トワークを使うということが楽しかったと、当時のインターネット構築に関わった人たちが証言している。 

 

4 産学連携 WIDE プロジェクトの果たした役割 

事例 1でみたように、WIDE は、1990 年頃には電電公社が構築していた OSI 準拠の通信網や通信技術の成果

を否定することなく、使えるものをいかにインターネットの思想を損なわずに利用するかという発想でネッ

トワークの接続を目指した。OSI もインターネットもオープンなアーキテクチャをもつため、OSI に準拠する

システムでも状況に合わせてプロトコルを使い分け、ゲートウェイを介して接続するといった方法をとった。

パソコン通信とインターネットのメール相互接続実験のゲートウェイを介した接続はシステムのアーキテク

チャはシンプルであるが、エラー処理や文字コードの扱いなど個々のプログラム仕様や、機能設定の違いな

どによる問題が発生する。それぞれのシステムのメール設定処理やエラー処理の不整合から大量メールの送

信が発生したり、メールの文字が化けるトラブルが発生した。こういったトラブルに対処するために、実験

に参加した企業と WIDE のメンバーは、各システムのプログラムコードや、メールシステムの設定状況などの

情報をメールで交換してトラブルの解決に務めた。また WIDE のメンバーがトラブル解析をして関連する企業

に対応方法を伝達している。 

WIDE がソフトウエアのソースコードも含めて情報をオープンにすることを強力に推進したことによって、

組織を超えて、ネットワーク接続に関する知識がすばやく伝わっている。 

日本ユニシスの草の根ネットワーク構築活動に参加した Y は、企業の組織カルチャーとは全く違う WIDE

のオープンなカルチャーに驚いたと語る。「WIDE では新しいインターネットの技術を教えてもらう、かわり

に企業側からの技術的要望、課題もオープンにした」と言っている。パソコン通信とインターネットの相互

接続実験に取り組んだニフティのエンジニア Mも同様のことを「言わないと、もらえない」と表現している。

言うこと、すなわちオープンにするともらえるものが多いと実感したという。さらに、他企業のエンジニア

とオープンに率直に技術を話せることが新鮮だったと当時を振り返る。またニフティのエンジニア Mをはじ

め WIDE に参加したエンジニアたちが、WIDE にはスターエンジニアがいて、何かを伝えるとすぐにライト

（Right）な回答が返ってくる、インターネットの標準(RFC)への提案が次々に出てくることが快感でエキサ

イティングだったと証言している。 

プログラムソースがオープンならば、個々のエンジニアは、動いているコードからトラブル原因を解析し、

すばやく対応することができる。WIDE に参加したメンバーの何人かは「クローズにしている暇がなかった」

と語る。インターフェースをオープンにするだけではソフトウエアの開発速度は上がらない、必要な技術情

報を適切にタイムリに得られる効率性が、エンジニアたちが WIDE に参加する強い動機になっていた。WIDE

は組織を超えた中立な立場で、適切な情報を効率良く、そしてオープンというカルチャーを強烈にエンジニ

アたちに伝える役割を果たした。 

1990 年代初に OSI 準拠のメールシステム構築の仕事をしていたあるエンジニアは、通信インフラの仕事を

長大重厚な国家的事業でカッコいいと思って選んだが、1993 年頃にインターネットのデモと説明を聞いて

「こんなに簡単につながっていいのか！？」と衝撃を受けたと語っている。インターネット技術はシンプル

で、インフラは長大重厚で国家権威の管理下におかれるものだという既成概念を破壊する力を持つが、実際

に利用するユーザーを獲得できてはじめてその威力を発揮する。 

WIDE は、各企業内や大学・研究所内に草の根活動でインターネット構築する人たちを増やし、その一方で、

OSI 準拠で構築されていた通信インフラの利用を検討し、拡大していたパソコン通信の利用者たちとの間を

1992 年にメールの相互接続実験でつなげてネットワークのユーザー数を一気に拡大させた。そして利用者数

の急増というビジネスチャンスを梃子に、日本初の商用インターネット・サービスプロバイダーIIJ を設立
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し、1994 年には商用インターネット・サービスプロバイダーの相互接続 NSPIX を構築している。WIDE は産学

連携研究コンソーシアム研究プロジェクトという形態をとりながら、商用利用の拡大を積極的に推進した。 

 通信事業者や大手 IT ベンダーもこのビジネスの動きに追従して 1996 年以後一斉にインターネットの商用

利用へと転じていった。表 3に OSI を推進していた IT ベンダー各社の技術ジャーナルのネットワーク関連の

特集テーマの時系列変化を示す。各社とも 1991 年までは OSI の特集号が発刊されているが、1996 年以後に

は一斉にインターネットの特集号を組んでいる。 

 

表 3 OSI 推進企業各社の技術ジャーナルの特集号の変遷 

（a）OSI の取り組み 

1987 年 9 月 『日立評論』 特集「ネットワーク技術」次の 2 段階で OSI 推進を行う(i)

既存ネットワークでの ISDN 有効利用、(ii)OSI 実用化の進捗に合わせた接続サ

ービスの確立。 

1989 年 2 月 日電『NEC 技報』「INS ネットシステム特集」 

1989 年 2 月 日本ユニシス『技報』「OSI の現状と動向」解説 

1990 年 4 月 富士通『FUJITSU』「富士通 ISDN 特集号」 

1990 年 5 月 日本ユニシス『技報』特集「通信ソフトウエア」MHS 実装、OSI 管理だけでな

く UNIX と汎用機の相互接続、ワークステーションと海外ネットワーク接続など

の実装報告を含む 

1991年11月 東芝『東芝レビュー』特集「OSI－マルチメディア環境を支える OSI」 

(b) インターネットの取り組み 

1996 年 7 月 日電『NEC 技報』「インターネット特集」 

1997 年 3 月 富士通『FUJITSU』「特集：ネットワークコンピューティング/インターネット」 

1997 年 4 月 『日立評論』特集「ネットワーク時代における情報システムコンセプト

“FOREFRONT with Cyberspace”」 インターネット時代に適応した情報システ

ムコンセプトと事例紹介  

1997 年 8 月 日本ユニシス『技報』特集「ネットワーク」「インターネット接続の事例とイ

ントラネット構築へ」 

1998 年 8 月 東芝『東芝レビュー』「次世代の総合監視制御ネットワークアーキテクチャ

ENC」インターネット/イントラネット（TCP/IP）を扱っている 

 

1990 年に米国でインターネットの商用化がスタートした時点では、日本の政府や大手通信企業、IT ベンダ

ーは OSI を推進していたため、日本のインターネットへの対応は表向き遅れていたといってもよいだろう。

しかしながらその時期に WIDE によって国内で、OSI を推進する企業内においても着々とインターネット接続

を拡大しユーザー数を増やしていっていたことが、日本が世界から大きく遅れることなくインターネットの

商用利用へと移行できた要因だと言えるだろう。 
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